抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲について（1） by 足立 清人
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Regarding the Scope of Objects and Accessories whose Mortgages 
are Eﬀ ective
As to the scope of objects whose mortgages are eﬀ ective, cases and 
doctrines seem to be consistent in opinion. However, I think this 
opinion may not adequately meet the reality of society. In this paper 
I will reconsider this problem.
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北　星　論　集（経） 　第 57 巻　第１号（通巻第 72 号）
などの第三者が，抵当権の及ぶことを予想す
る範囲でなければならない。第三は，附属物
と抵当物件との機能的・価値的一体性の要請
である。抵当権が及ぶ附属物は抵当物件と一
括して競売されるが，及ばない物は競売され
ず，抵当物件との結びつきに由来する価値を
失う。これら三つの要請を考えると，抵当権
が及ぶ附属物は，抵当物件に接近する，固定
的な場所的関係にあり，かつ，その利用価値
が抵当物件との関連に依存していなければな
らない。これはおおむね，従物の基準…であ
るが，それよりやや狭い。第一に，87条を当
事者意思の推測と考えるときには従物基準は
主観的であるのに対し，抵当目的物の範囲は
第三者の利害に関わるから客観的でなければ
ならない（370条但書は，当事者の合意による
範囲の変更を認めているが，合意によって可
能なのは，本文によって客観的に決まる抵当
目的物の範囲を縮小することだけである。し
かも，判例は，この合意が明確な場合に限っ
ている）。また第二に，87条の従物と違って，
ここでの場所的関係には，第三者に対する公
示という要請から，ある程度の接着性と固定
性が要求される」とする。そのうえで，瀬川は，
最判平成2年4月19日判時1354号80頁（ガソリ
ンスタンドの地下タンクなどに抵当権の効力
が及ぶのかどうかが争われた事件）が，抵当
権の効力が及ぶ目的物の範囲の限界事例であ
る，とする。
25）　瀬川「抵当権と従物」234頁。
26）　田中克志「土地の抵当権の効力の及ぶ範囲」
（米倉明他編『金融担保法講座Ⅰ 担保制度一
般・抵当権』（筑摩書房，1985年）所収）177・
178頁，同「附加物・従物への抵当権の効力と
公示」（同『抵当権効力論』（信山社，2002年）
所収）261頁も，林，瀬川と同旨である。
27）　鎌野「『抵当権と従物』論」84頁以下。
28）　鎌野「『抵当権と従物』論」129頁以下。
29）　近江『担保物権法』134・135頁。
30）　柚木・高木『新版 注釈民法（9）』56頁以下〔山
崎〕も同旨。
31）　石田『担保物権法』310・311頁。石田『担
保物権法』305・306頁によれば，付加一体物
について，「第一に，…従物に関する規定を無
視した解釈を行うのは，妥当でない。…第二
に，工場抵当法は，付加物と従物を区別しつ
つ両者が抵当権の目的物になると規定してい
る（工場抵当法2条）。すなわち，ここでは付
加物は従物を含まないとされている。それゆ
え，民法370条において付加物は従物を含むと
するのは工場抵当法2条と調和しない。第三に，
付合物とは，他人の物が抵当不動産に付合し
た場合に付合した物の所有権の継続を決定す
るための概念であって（242条），抵当不動産
の所有者が自己の物をこれに付属させた場合
にこれを付合物というのは妥当でない。〔改行〕
以上により，付加物とは，抵当権の目的物を
構成する物，すなわち，目的物の構成部分で，
他人の所有に属さないものをいうと解するの
が妥当である。目的物の構成部分かどうかは，
社会通念により決定される。目的物の構成部
分となったことが付合であるかどうかを問わ
ない。目的物の構成部分であっても他人の所
有に属することを妨げないから…，付加物で
あるためには目的物の構成部分となった物が
他人の所有に属してはならない」とする。そ
うして，石田は，「付加物は従物を含まない。
従物は，民法370条ではなく，民法87条2項に
より抵当権の目的物になるのである」とする。
32）　減担保請求権については，石田『担保物権
法』307頁，特に409頁以下を参照。石田によれ
ば，減担保請求権とは，債務者は，「目的物の
価値が被担保債権額に比較し不当に大きい場
合に両者のバランスがとれるように担保の減少
を求めることができる」権利であり，「債務者は，
抵当権者に対し，目的物の一部分の抵当権か
らの解放や目的物全体の差換えを請求すること
ができると解される」とする。目的物の価額が
被担保債権額に比較し，不当に大きいという状
態は，抵当権設定時から存在する場合でも，そ
の後に生じた場合であっても良い，とする。そ
うして，「目的物の一部が抵当権から解放され
た場合，債務者は，民法370条但書の別段の定
めに準じて右の部分が抵当権の目的物でないこ
とを登記することができると解してよい」とす
る。石田の主張の趣旨は分かるが，ここで問題
となっている抵当権設定後の高額な従物につい
ては，抵当権の効力が及ばないとするか，ある
いは，近江（『民法講義』134頁以下）のように，
効力が及んだとしても，抵当権設定後の高額な
従物の価額分については，優先弁済権がないと
する方が良いように思う。
